海外ビジネス拡大支援事業補助金（サポート等活用支援）
事業計画書

補助事業者の概要
	名　称
	
	代表者
	役職
	

	
	
	
	氏名
	

	所在地
	〒


	業種
	アイテムを選択してください。
	左記ドロップダウンリストから選択。
複数の事業を持つ場合は、主たる事業の業種を選択

	資本金
	万円
	従業員数
	名
	創業（西暦）
	年　 月

	事業内容
	

	担当者
	所属・役職
	
	氏名
	

	
	電話
	
	E-mail
	

	補助金
活用歴※1
	無／有（）


※1) 直近３年以内に海外展開のために活用した、福井県の補助金を記載すること

補助事業の概要
	補助対象経費の区分
	☐	海外展開サポートサービス・人材活用経費※２
	該当するものを選択
複数選択可。
ただし複数選択しても上限額は５０万円。

	
	☐	海外市場に向けた情報発信ツール活用経費※３
	

	
	☐	国際認証等取得経費
	

	補助事業の名称
（実施テーマ）
	

	補助事業の背景
（現状、課題と対応）
	




	補助事業の目的・内容
	





※２）　海外市場に向けた情報発信ツール活用経費として、ECサイトを活用する場合は、プラットフォームの名称等を明記すること
※３）　国際認証等取得経費の場合は、取得しようとする認証等の名称や対象範囲等を明記すること。



海外展開しようとする製品・サービスの概要
	製品・サービス名
	

	製品等の特徴・優位性
	



補助事業の効果を高めるための関連する取組内容
	これまでの取組
	・
・
・

	事業実施期間※４中の
取組み
	・
・
・

	今後の展望
	・
・
・


※４) 事業実施期間とは、本補助金を活用する事業（＝「補助事業の概要」に記載した事業）の実施期間をいう。

海外展開の成果目標※５
	区分
	基準年度
	事業実施年度
	1年後
	2年後
	３年後
	４年後

	
	R○年度
	R○年度
	R○年度
	R○年度
	R○年度
	R○年度

	輸出金額※６
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	増加額
	－
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	増加額算出の
考え方
	・
・
・


※５）　累計ではなく、単年度の目標を記入すること
※６）　輸出金額には、直接輸出だけでなく、商社等を通じて間接的に輸出した（する）額も含めることができるものとする

補助事業の新規性
	補助事業者にとって
新たな展開となる点
	項目
	チェック欄／具体的内容

	
	新たに輸出に挑戦するものか
	☐
	
	新たな国・地域に挑戦するものか
	☐
	
	新たな事業に挑戦するものか※７
	☐
	
	新たな製品等を出品するものか
	☐
	
	上記のほか新しい試みを行うものか
	


※７）　実施する補助事業と同種の事業を過去に行ったことがない場合に該当する
例．これまで日本語版HPしか有していない者が仏語版HPを作成する　→　該当
既に英語版HPを有している者が仏語版HPを作成する　→　非該当



確認・誓約事項（チェックを入れてください。）
	項　目
	チェック欄

	1 パートナーシップ構築宣言に登録している。
	☐
	2 福井県の社員ファースト宣言（取組項目で賃金引上げを選択）に登録している。
	☐
	3 ふくい女性活躍推進企業に登録している。
	☐
	4 ふくいSDGsパートナーに登録している。
	☐
	5 カーボンニュートラル推進企業表彰において受賞している。
	☐
	6 今回申請する経費について他の補助金との重複申請はない。
	☐
	7 県の求めに応じて海外展開に関する情報の収集・提供に協力する。
	☐
	8 事業内容が社会通念上、公的資金の助成対象として不適切なものではない。
	☐
	9 申請者は反社会的勢力と一切の関係がないことを表明・確約できる。
	☐
	10 上記①～⑨のほか、本計画書の記載内容に偽りはないことを表明・確約できる。
	☐

【注意事項】
・①～⑤については、申請締切時点で登録が完了あるいは受賞している場合、審査時に加点措置を行う。
・⑥～⑩については、すべてにチェックが入っていることが申請条件となる。

